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令和３年1２月 

安 来 市 
 



中期財政計画策定について 【計画期間：令和４年度～令和８年度】 

 

 

１．安来市の現状と今後の財政運営 

 

（１） 平成１６年１０月に旧安来市、旧広瀬町、旧伯太町が合併し、１７年が経過しま

した。この間、新市建設計画に基づき事業を展開してきました大型建設事業や、合

併時に示された現行の行政サービスの継続に加え、新たな行政サービス、行政コス

トが積み重なったことにより、本市の財政規模は大きく膨らみ、厳しい財政運営と

いう現状に至っています。過疎債や合併特例債など交付税措置のある有利な起債や

特定目的基金などを活用し、財政運営を行ってきましたが、前年度に引き続き、令

和２年度においても、収支不足解消のため、財政調整基金を 3億円取り崩し、実質

収支の黒字化を確保したところです。 

 

（２） 今後の財政運営は、新型コロナウイルス感染症の影響が想定されますが、歳入で

は、市税の確保は見込めるものの自主財源の比率は低く、地方交付税や国・県支出

金等の財源に多くを依存しなくてはならない状況です。また、予測される人口の減

少が市税収入や普通交付税の減少に影響することが見込まれます。 

 

（３） 歳出では、今後が予見できない新型コロナウイルス感染症への対応や、大型建設

事業にかかる市債の償還とその維持管理費、社会保障制度の充実による扶助費、公

共施設の老朽化による維持補修費や公営企業・特別会計への繰出金等、その他の行

政需要も見込まれます。 

 

（４） そのため、今回の中期財政計画作成にあたっては、各事業について、緊急性・必

要性・重要性・費用対効果・優先順位・事業規模・実施時期や期間等を再度点検し

ました。早期に財政状況が好転する見通しには至らず、財政調整基金を取崩しての

財政運営とならざるを得ないと見込んでいますが、将来的には、単年度収支の黒字

化を目指し、引き続き事務事業の見直しを行うなど行財政改革の推進、公共施設等

総合管理計画の推進などに取り組み歳出経費の縮減を図ってまいります。 
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（５） こうした状況下においても、第２次安来市総合計画の推進をはじめ、社会経済状

況の変化を的確に捉え、喫緊の諸課題に対し迅速かつ的確に対応する必要がありま

す。 

 

（６） このため、将来的に持続可能な行財政基盤を確立するために中期的な視点に立ち、

事務事業の見直しの徹底、行政の効率化・最適化の推進、公債費負担の適正化によ

る財政基盤の強化を進め、安来市のまちづくり事業費の確保と健全な財政運営の両

立に取り組んでいきます。 

 

 

 

２．重点的な取り組み項目 

 

安来市のまちづくり事業費の確保と健全な財政運営を両立するため、次の３つの項

目を基本に取り組んでいきます。 

 

① 事務事業の見直しの徹底 

 

② 行政の効率化・最適化の推進 

 

③ 公債費負担の適正化 

 

この中期財政計画は、現行制度（令和３年９月現在）が存続するもの

として推計を行いますが、将来の事業計画や実際の予算編成は、今後の

景気動向及び税制等の制度改正や国の予算編成の動向を踏まえるため、

本見通しとは合致しない場合があります。 
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中期財政計画について

【推計の考え方】

●令和2年度決算統計数値、令和3年度決算見込みとし、令和8年度までの推計（5か年）とした

   ただし、令和3年度決算見込みは新型コロナウイルス感染症対策及び災害対策関連予算を除いた

●現行制度が継続するものとして推計した

　　※計画上の各数値は表示単位未満四捨五入のため合計と一致しない場合があります。

１．歳入

費目

個人市民税

法人市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

譲与税

個別算定

包括算定

公債費　

交付金

使用料
手数料

寄附金

繰入金

諸収入

市債

推計の考え方

市税

○均等割　　納税義務者数の減により対前年税額1.0％減を見込んだ
　　　　　　特例期間中（H27～R5）の均等割の標準税率を500円引き上げを見込んだ
○所得割　　納税義務者数の減により対前年比でR5年度は0.8％の減、R6年度は0.6％の減、
　　　　　　R7年度は0.4％の減、R8年度は0.2％の減を見込んだ
○収納率　　R3年度はR1年度収納率、R4年度以降は現年度99.6%、滞納繰越29.5％で見込んだ

○均等割　　変化がないものとして見込んだ
○法人税割  R3年度決算見込を基準として推移を見込んだ
　　　　 　 地方税法の改正によりR2年度から税率8.4％となっている
○収納率　　現年分は99.9％　滞納分は24.2％で見込んだ

○土地　　　地価の下落率は縮小すると見込み、対前年0.8％減とした
○家屋　　　3年ごとの評価替えによる減価分を対前年5.0％減とした
　　　　　　家屋の新築、増築による新増分加算5百万円増を見込んだ
○償却資産　対前年税額2.0％減を見込んだ
○収納率　　現年分は99.4％、R4年度以降は98.0％、滞納分は20.0％で見込んだ

○登録台数　各車種ごとに、過去の実績から増減率を推計し見込んだ
○収納率　　現年分は98.0％、滞納分は20.0％で見込んだ

○R3年度は決算見込を基準として減少率7.5％、R4年度以降は過去の平均増減率から減少率を
4.0％とした
○旧3級品以外、旧3級品ともにR1.10月から同じ税率

現行額程度を見込んだ
森林環境譲与税の地方配分を段階的に見込んだ（R6から全額譲与）

普通交付税

事業費補正、密度補正は積算により見込んだ
その他、対R3年度比でR4年度は0.2％の減、R5年度は0.5％の減、R6年度は0.8％の減、R7年度は
1.1％の減、R8年度以降横ばいで見込んだ

R7年度までは国勢調査速報人口を反映し、R8年度以降は過去3か年の実績と安来市人口ビジョン
の推計に基づき、人口減による影響額を見込んだ

積算により推計した

○地方消費税交付金
　R1.10月からの増税に伴う地方配分の増を見込んだ。ただし、納税者が国へ納付する
　時期と市への交付時期とのずれの影響から段階的に増加し、R4年度に最大となると見込んだ
　その他は現行額程度を見込んだ
○地方税減収補填特別交付金
  R4年度以降は見込んでいない

個別の使用料、手数料を積算した

○ふるさと寄附金
　企業版ふるさと納税（10百万円）をR6年度まで見込み、以降は現行額（企業版ふるさと納税を除いた額）
程度で推移するものとして見込んだ

○地域振興基金　　　　　　R4年度は工業団地整備事業繰出金に54百万円取崩し
○市有財産整備基金　　　　R4年度は各種施設改修事業に92百万円取崩し
○社会教育施設等整備基金　R4年度は交流センター整備費に4.5百万円取崩し
○ドジョウ掬いのまち　　　R4年度は寄附の項目に沿った事業に732百万円取崩し　ほか
　やすぎ応援基金

R5年度以降学校給食費の公会計化（150百万円）を見込んだ

○地方債の新規発行額（臨時財政対策債を含む）はR4年度は安来港飯島線道路改良事業、体育施設耐震改修
事業、消防署指令台更新事業などにより1,902百万円、R5年度は常備消防車両の更新などにより1,919百万
円、R6年度以降は2,000百万円規模を見込んだ
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２．歳出

費目

人件費

扶助費

公債費

物件費

積立金

繰出金

償還計画により見込んだ
R4年度をピークに減少するものと推計した

推計の考え方

R3.9月現在の退職予定者を見込んだ
定員管理計画に基づく所要額を見込んだ
再任用職員の所要額を見込んだ
会計年度任用職員による所要額を見込んだ

生活保護費、自立支援給付費、児童手当、子ども医療費、障がい児支援給付費については所要額を見込んだ
それ以外は実績に基づき、対前年1.0％増を見込んだ

○ドジョウ掬いのまちやすぎ応援基金積立金（ふるさと寄附金）
　R3～R6　610百万円、R7から600百万円での推移を見込んだ
その他、基金利子の積立額を見込んだ

○国民健康保険事業　　被保険者数及び保険料軽減分等の額の推移に基づき見込んだ
○後期高齢者医療事業　被保険者数の増減と医療費の伸びを見込んだ
○介護保険事業　　　　事業計画に基づき繰出相当額を見込んだ
○生活排水処理事業　　下水道事業経営戦略に基づき繰出相当額を見込んだ
○工業団地整備事業　　事業基本計画に基づき繰出相当額を見込んだ

投資的経費
○所要の特定事業を見込んだ
（イントラネットサーバ更新事業、交流センター施設改修事業、体育施設改修事業、農地整備事業、各道路
改良事業、学校施設整備事業等）

○会計年度任用職員制度により、R2年度から賃金を委員等報酬へ計上
○委託料等の金額が大きな物件費についてはそれぞれ所要額を見込んだ（R5年度以降学校給食費の公会計
化）

補助費

○病院事業負担金　　前改革プランの最終年度の数値を基に所要額を見込んだ

○水道事業負担金　　水道事業経営戦略に基づき相当額を見込んだ

○下水道事業負担金　R2年度の公営企業法一部適用により、相当額を見込んだ

定住対策事業補助金、その他補助事業の拡充、縮減、終期の設定等により所要額を見込んだ
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【安来市中期財政計画】総括表

（単位：百万円、％）

R03 R04 R05 R06 R07 R08

Ａ 25,453 24,652 24,628 24,626 24,750 24,032

Ｂ 25,453 24,652 24,628 24,626 24,750 24,032

Ｃ=A-B 0 0 0 0 0 0

 標  準  財  政  規  模 14,987 15,010 14,831 14,887 14,783 14,661

 投   資   的   経   費 2,817 1,908 1,978 2,023 2,002 1,876

328 161 140 156 133 117

 起 債 発 行 額 2,164 1,902 1,919 2,026 2,255 2,180

 元 金 償 還 額 3,834 3,895 3,795 3,876 3,744 3,575

3,964 4,024 3,923 4,003 3,823 3,615

▲ 130 ▲ 129 ▲ 128 ▲ 127 ▲ 79 ▲ 40

 年度末地方債残高 32,358 30,364 28,489 26,639 25,150 23,754

 財  政  力  指  数 0.366 0.353 0.345 0.340 0.340 0.339

 経  常  収  支  比  率 93.9 94.0 94.3 94.2 93.7 93.5

　単年度 14.6 14.0 13.8 14.4 14.7 13.9

　3ヵ年平均 15.2 14.6 14.1 14.0 14.2 14.3

 地 方 債 現 在 高 比 率 215.9 202.3 192.1 178.9 170.1 162.0

 投資的経費充当一般財源

財　政
構　造

市　債　の　繰　上　償　還　の　効　果

通　常　償　還　分

 実 質 公 債 費 比 率

区          分

  歳   入   総   額

  歳   出   総   額

  形   式   収   支
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第１表  歳入の推計

（単位：百万円）

R03 R04 R05 R06 R07 R08

 市　　  税 5,000 4,985 4,967 4,900 4,861 4,825

 地方譲与税 264 272 272 280 280 280

 普通交付税 8,488 8,461 8,366 8,475 8,396 8,319

 特別交付税 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060 1,060

 小      計 14,812 14,777 14,665 14,716 14,597 14,484

890 1,026 1,026 1,026 1,026 1,026

　分担金・負担金 62 45 39 39 39 39

  使用料・手数料 456 447 447 445 445 445

　国 庫 支 出 金 2,522 2,316 2,348 2,303 2,106 2,074

  県　支　出　金 1,842 1,713 1,675 1,652 1,599 1,482

  財  産  収  入 12 18 17 17 17 17

  寄  附  金 610 610 610 610 600 600

1,232 1,389 1,334 1,266 1,538 1,154

  繰  越  金 404 0 0 0 0 0

  諸  収  入 447 410 548 525 528 531

2,164 1,902 1,919 2,026 2,255 2,180

25,453 24,652 24,628 24,626 24,750 24,032

17,688 17,367 17,109 17,181 17,135 16,939

17,230 16,749 16,666 16,823 16,723 16,421

8,223 7,903 7,963 7,803 8,027 7,611

　交　付　金

依　存　財　源

区       分

自　主　財　源

内訳

一　般　財　源　計

　繰  入  金

　合      計

狭義一般財源

  地  方  債
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第２表　歳出の推計

（単位:百万円）

R03 R04 R05 R06 R07 R08

4,800 4,782 4,811 4,762 4,746 4,743

3,644 3,697 3,714 3,733 3,753 3,774

3,946 4,002 3,907 3,996 3,873 3,716

12,389 12,481 12,432 12,490 12,372 12,233

3,626 3,759 3,903 3,895 3,952 3,849

238 239 239 239 239 239

3,321 3,161 2,941 2,791 2,769 2,744

178 178 178 178 178 178

634 640 643 641 628 626

2,250 2,287 2,315 2,369 2,611 2,289

2,817 1,908 1,978 2,023 2,002 1,876

特 定 財 源 2,489 1,748 1,838 1,867 1,869 1,759

一 般 財 源 328 161 140 156 133 117

25,453 24,652 24,628 24,626 24,750 24,032

扶　助　費

人　件　費

区分

義務的

経　費

小計

公　債　費

内 訳

合 計

　物　件　費

　維持補修費

　補 助 費 等

　貸付金・投資及び出資金

　積　立　金

　繰　出　金

　投資的経費
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第３表  基金現在高

（単位:百万円,％）

R03 R04 R05 R06 R07 R08

100 203 188 184 257 198

 積立分 0 0 0 0 0 0

 利子分 0 0 0 0 0 0

 小　計 0 0 0 0 0 0

479 276 88 ▲ 96 ▲ 352 ▲ 551

0 0 0 0 0 0

 積立分 0 0 0 0 0 0

 利子分 0 0 0 0 0 0

 小　計 0 0 0 0 0 0

177 177 177 177 177 177

1,022 1,151 1,136 1,047 1,246 926

 積立分 631 639 642 640 627 625

 利子分 2 1 1 1 1 0

 小　計 633 639 643 641 628 625

4,265 3,754 3,261 2,855 2,237 1,936

取　  崩     額　　　計　  　　 1,122 1,354 1,324 1,231 1,503 1,124

積    立     金      計   634 640 643 641 628 626

年 度 末 現 在 高    計 　　 4,920 4,206 3,526 2,936 2,061 1,562

3.2 1.8 0.6 ▲ 0.6 ▲ 2.4 ▲ 3.8

1.2 1.2 1.2 1.2 1.2 1.2

28.5 25.0 22.0 19.2 15.1 13.2

32.8 28.0 23.8 19.7 13.9 10.7

区　　　　　分

財政調整基金

減 債 基 金

特定目的基金  積立金

 年度末現在高

       計 

 特定目的基金

　取　崩　額

基金現在高
比　　　率

 財政調整基金

 減 債 基 金

 積立金

 年度末現在高

　取　崩　額

 積立金

 年度末現在高

　取　崩　額
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用 語 解 説 

 

 

 市税（地方税） 

  個人市民税、法人市民税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、入湯税、固有資

産所在市町村交付金 

 

 譲与税（地方譲与税） 

  地方譲与税としては、地方揮発油譲与税、自動車重量譲与税、森林環境譲与税など

があり、国が国税として徴収し、一定の基準によって地方自治体に譲与することとさ

れているもの 

 

 交付金 

  利子割交付金、配当割交付金、地方消費税交付金、自動車税環境性能割交付金など

があり、道府県の徴収した税の一部を市町村に対して交付するもの  

 

 地方交付税 

  国税のうち所得税・法人税・酒税、消費税・たばこ税の一定割合の額を地方自治体

の財政状況に応じて、国から交付されるもの 

  普通交付税･･･各地方公共団体において合理的基準によって算定したあるべき一般

財源所要額（基準財政需要額）が、あるべき税収入（基準財政収入額）

を超える額を基礎として交付される。 

  特別交付税･･･自然災害や市町村合併など、普通交付税の算定で反映できなかった特

別の財政事情を考慮して交付される。 

  事業費補正･･･普通交付税の算定に用いる測定単位の数値の補正の一つで、地方債の

元利償還金等を指標としてその一定割合を割増算入するための補正。 

  公債費 ･････普通交付税の算定にあたり、災害復旧債などの特定の地方債について

当該年度の元利償還金を測定単位としてその一定割合を算入する方

式。 

 

 使用料・手数料、分担金・負担金 

  使用料・手数料は市施設利用料・住民票等の交付手数料等であり、分担金・負担金

は地方公共団体が課する受益者負担金など 
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 繰入金 

  特別会計から繰り入れるもの、基金から繰り入れるもの、財産区会計から繰り入れ

るものの３種あり、地方公共団体間会計相互の一種の繰替使用金 

 

 市債（地方債） 

  建設事業を行うための、政府および金融機関等からの借入金 

 

 人件費 

  市長などの特別職、議員、職員、各委員等に対し、勤労の対価、報酬として支出す

る経費 

 

 物件費 

  旅費、交際費、需用費、役務費（保険料除く）、委託料等に支出する経費 

 

 補助費 

  役務費（保険料）、負担金・補助及び交付金等に支出する経費 

 

 公債費 

  借り入れた市債の元利償還金及び一時借入金利子 

 

 繰出金 

  一般会計と特別会計又は特別会計相互間において支出される経費 

 

 扶助費 

  社会保障制度の各種法令（生活保護法、児童福祉法、老人福祉法等）、または市条例

等に基づき被扶助者に対してその生活を維持するために支出する経費 

 

 投資的事業費（普通建設事業） 

  施設等が将来にわたり住民サービスとして残るものに対して支出する経費 

 （道路橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増築等の建設事業に要する経

費） 
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 経常収支比率 

  地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税、普通交付税を

中心とする毎年度経常的（継続性・安定性）に収入される一般財源（経常一般財源）

が、人件費、扶助費、公債費のように毎年度経常的（義務的）に支出される経費（経

常的経費）にどの程度充当されているかという割合。 

  この比率が高いと臨時的な支出にお金を回す余裕がなくなってきたことになり、財

政構造の硬直度が高いということになる。 

 

 実質公債費比率 

  一般会計の借入金の返済額の他に、公営企業会計等の借入金の返済額に対して一般

会計から繰り出す額や、将来の支払いを約束した経費の中で公債費に準ずるものなど

の大きさを指標化したもので、資金繰りの危険度を示す。 
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